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ては、製薬企業の研究開発投資によって大きく左右されるものの、当社としては、さらなるビジネスチャンス

と考えている。

②来期受注予想

　このような環境の中で、当社の来期受注高は31億14百万円（前期比25％増）、同受注残高は25億52百万円（同

47％増）と予想している。

③来期売上高

　来期売上高については22億円（同31％増）を見込んでいる。なお、売上計上基準は「完成基準」に変わりな

いが、従来のように最終的に臨床試験が終了した段階で初めて売上を計上するのではなく、臨床試験のエント

リー期間とフォロー期間に契約を区分するようになっている契約の実態に合わせて、来期より「部分完成基

準」で売上を計上することとした。その理由は、当社が受注しているプロジェクトは大型化・長期化してお

り、また臨床試験の実施期間にはばらつきがあることから、従来の「完成基準」では、決算期間ごとの受注と

売上の関係が見えにくかったことによる。当社の受注は前年度の倍以上に増えているが、臨床試験の長期化・

大型化により、臨床試験の終了は翌期ないしは翌々期になるものも多いのが実情である。今回の変更により、

売上がより平準化され、期間ごとのぶれ幅も縮小できるようになり、より短期的な視点で把握できるようにし

た。投資家の皆様にも分かりやすくなるのではないかと考えている。

④経費・利益

　販管費については、引き続き売上の伸び以下に抑制する予定である。来期は当期に発生した株式公開諸費用

が発生しない。社内の基盤整備もほぼ完了したため、大きな投資も予定していない。よって、経常利益は46％

増の３億85百万円、当期純利益も64％増の２億14百万円を見込んでいる。

⑤当社を取り巻く環境

　製薬企業の臨床試験実施意欲は引き続き旺盛な一方、ＳＭＯに対する質・量・価格への要求度も高まってい

る。その中で、当社受託のプロジェクトは大型化・長期化している。大型化によるリスクはあるものの、安定

的に大きな仕事を受託できるということのメリットの方が大きく、当社にとっては追い風だと考えている。

(2)　来期経営方針－その１

ＳＭＯ戦略－「ＳＭＯ事業で確固たる地歩を築く」

　来期経営方針としては、まず来期をＳＭＯ事業で確固たる地歩を築く年と位置付け、提携医療機関の拡充、

臨床試験における疾病領域の拡大を図る。また、社内体制の面では、プロジェクト・マネジメントを徹底し

て、業務・採算効率のさらなる向上を図っていく。もちろん、先行採用者の早期戦力化にも努めていく。これ

らを支えるのが現場と管理部門が有機的に連携できる基幹業務統合システム、「統合型原価管理システム」の

本格稼動である。

　このように引き続き基盤の強化を図っていくが、医薬品開発のゲノム創薬へのシフト、スニップスを利用し

たセグメント別の薬の開発等、将来的には臨床試験の形態も変わってくることが予想される。当社としても、

このような変化を念頭に置いているが、まずは現在のＳＭＯ事業で確固たる地歩を築くことに注力する。「み

え治験医療ネットワーク」の事務局業務を受託したが、これはその基幹病院のみで臨床試験を行うことを最終

目的として仕掛けたものではない。あくまでも基幹病院のネットワークに参加している多くの診療所を、臨床

試験の実施機関として取り込むことが目的である。しかし、「みえ治験医療ネットワーク」は大学および基幹

病院を中心としているため、ゲノムで選別されたようなセグメントを創造したり、ゲノム創薬に貢献したりで

きるような新しいビジネスを立ち上げることも考えている。今後もこうしたゲノム系の研究を行っているとこ

ろについて、単にＳＭＯ事業を行うだけではなく、我々がどのように支援すればよいかを念頭において業務を

遂行していきたい。

(3)　来期経営方針－その２

　「医療機関を支援（サイト・サポート）する新規ビジネスの研究に着手」

　もう一つの経営方針として、医療機関を支援する新規ビジネスの研究に本格的に着手する。ヘルスケアとい

う大きな枠組みの中で、顧客である医療機関をサポートしながら、製薬企業等との掛橋になるという役割を果

たしていきたいと考えている。こうした新しいサービスを提供するため、当社としては多様性を持った人員構

成（特にＲ＆Ｄの人員構成）を作っていく。

(4)　目標とする中期経営指標と株主還元

　中期の経営指標目標として、ＲＯＥで10％以上、ＥＰＳで150円以上としたい。配当については、継続的に

実施していきたい。




